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いる。総務省の人口推計によれば、総人口に占める 65 歳以上人口の割合（高齢化率）は 2019











それを受け、1970 年（昭和 50 年）度に 10 年間の時限立法として、過疎地域対策緊急措
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では、長期要件として、1960 年から 2005 年の 45 年間の人口減少率が 33％以上の自治体、
または人口減少率が 28％以上かつ、2005 年の高齢者比率 29％以上または若年者比率 14％
以下の自治体とされており（ただし、1980 年から 2005 年の人口増加率が 10％以上の自治
体を除く）、中期要件では 1980 年から 2005 年の人口減少率が 17％以上となっている。次に
財政力要件については、財政力指数と公営企業収益額による基準が設けられており、要件を
 
6 人口要件と財政力要件については、具体的には本法の 2 条 1 項および 33 条 1 項の要件に
該当する。そのほかに市町村合併に関連した取扱いが定められており、これが 33 条 2 項
で示されている。過疎地域市町村と非過疎地域市町村、もしくは過疎地域市町村同士の合

















融・税制の支援措置である。表 2 にこれら優遇措置の一覧をまとめている。 
本稿では特に自治体行動に焦点を当てた分析を行うため、前者の財政力強化や財政負担
軽減措置に着目する。その中でも、最も自治体にとって影響の大きい措置が①過疎債の発行
















過疎債の発行額は年々増加しており、2010 年度時点での 2281 億円（うちソフト事業は























































（地方財政調査研究会 p97; 2017）。 
11 実質公債費比率が 25％以上となる団体は、2010 年度で 12 団体、2011 年度で 4 団体、そ
れ以降は 1 団体となっており、結果の外的妥当性について留意する必要がある。 




興区（State Enterprise Zones、ENTZ）および連邦政府主導のエンパワーメント・ゾーン（Federal 
Empowerment Zones、EZ）がこれに該当する。いずれも税制優遇政策を柱とする地域振興策
であるが、後者に指定される場合、連邦政府からのブロック補助金が提供される13。アメリ
カにおける Place-Based Policy の雇用促進効果を検証する先行研究は数多く存在するが、結
論は必ずしも一致していない。Papke (1994)はインディアナ州の ENTZ 政策には対象地域の
失業率を有意に低下させる効果があると報告しており、Freedman (2013)はテキサス州の
ENTZ 政策が地域の雇用に有意に正の効果を与えるとしている。連邦政府主導の EZ に関し
ては、Busso, Gregory, and Kline (2013)では、EZ が対象地域の賃金を有意に引き上げ、隣接自
治体の雇用を大幅に増加させると指摘している。さらに、Ham et al. (2011)は ENTZ および
EZ はいずれも失業率、貧困率、給与所得者の割合および雇用に有意に正の影響を及ぼすと
している。一方、Neumark and Kolko (2010)はカリフォルニア州の ENTZ 政策が雇用に有意
な影響を及ぼしていないとし、Reynolds and Rohlin (2015)でも、連邦政府主導の EZ が低所
得者の所得に有意な影響を与えていないとしている。 
 また、フランスの税制優遇型のPlace-Based Policyに関する先行研究も多くなされており、
Gobillon, Magnac, and Selod (2012)は産業振興区（Enterprise Zones）プログラムが対象地域の
雇用に与える効果は有意に正であるが、効果は短期的で弱いとしている。Givord, Rathelot, 
and Sillard (2013)は都市産業ゾーン政策（Zones Franches Urbaines program、ZFU）が当該地域
の企業数および雇用に有意に正の効果を与えるとしている。さらに、Briant, Lafourcade, and 
Schmutz (2015)は ZFU の雇用促進効果は当該地域の地理的環境に依存すると指摘し、当該地
域が高速道路に近いほど、ZFU による企業数の増加が大きくなるとしている。一方、Behaghel, 
Lorenceau, and Quantin (2015)は農村地域産業振興プログラム（ZRR）が当該地域の雇用およ
び賃金水準に与える効果はないとしている。 
 この他にも、例えば Ehrlich and Seidel (2018)は、ドイツの財政移転プログラム（ZRG）が
対象地域の所得水準を引き上げていると指摘しており、Brachert, Dettmann, and Titze (2019)
はドイツの地域構造改革プロジェクト（GRW）が当該地域の付加価値および生産性を高め





よび人口成長率を引き上げていると指摘している。Einiö and Overman (2020)では、イギリス



















づいて決定されていることを利用した DID（Difference in Differences）分析を行う。指定基
準の指標は直近の国勢調査結果に基づいて決定されており、本稿での分析期間である 2006

















+ 𝜇𝑖 + 𝜆𝑡 + 𝜖𝑖𝑡 (1) 
ここで𝑖は自治体、𝑡は年度を表しており、𝑦𝑖𝑡は自治体の歳出や歳入等のアウトカム変数であ
る。𝐷𝑖𝑡,𝜏は過疎自治体に対する処置変数で、自治体𝑖が指定自治体の場合には、指定年度から
数えて𝜏年度のみ 1 をとる𝑡時点のダミー変数である。例えばある自治体が 2010 年度に指定


























行う。表 4 に示されるように、分析期間である 2006 年度から 2016 年度の間に過疎自治体
数は 738 から 817 団体へと増加している15。分析期間内における新規指定団体数は、表 5 を
見ると明らかなように、2010、2013 および 2016 年度における指定が相対的に多い。この理
由は、当該年に過疎法の改正が行われたためである。特に注目する 2010 年度の改正では、
表 1 に示された条件に基づいて新たに 58 団体が過疎自治体として指定を受けている16。な










15 このうち、過疎法の 2 条 1 項に基づく通常の指定が最も多く 508 から 647 団体となって
いる。33 条 1 項に基づく指定であるいわゆるみなし過疎は減少しており 72 から 25 団体
に、33 条 2 項に基づく指定である一部過疎についても 158 から 145 団体へと減少してい
る。 
16 震災直後の 2011 年 4 月 28 に激甚法に指定された自治体をサンプルから除外した結果、
最終的に処置群は 55 団体となる。 
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3 を参照されたい。1960 年から 2005 年にかけての人口減少率については、2010 年度にお













18 表 10 では、検討した対照群の選定方法についての詳細を説明している。 















疎債の発行残高については 2006 年度以降減少傾向にあったが、2011 年度を底として上昇傾
向へと転じ、2016 年度には 2 兆円を超えていることが確認できる。これは指定自治体が増
加したことによる過疎債発行額の増加のみならず、各自治体の一人当たり発行額も増加し
ていることが表 8 より読み取れる。当該表では、過疎自治体における一人当たり発行額の












された 2010 年度以降一人当たり総歳入額は増加しており、2012 年度まで値は継続して上昇


































































高齢化の程度によって「65 歳以上人口比率」が処置群の 2010 年度における中央値以下かそ
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図 1 過疎地域市町村の分布（2017 年 3 月 31 日時点） 
 



















表 1 過疎市町村の要件 
  















































































H8～H10 の 3 か年平均 
0.42 以下 
H10～H12 の 3 か年平均 
0.56 以下 
H18～H20 の 3 か年平均 
0.49 以下 
H22～H24 の 3 か年平均 
0.5 以下 




13 億円以下 13 億円以下 20 億円以下 40 億円以下 40 億円以下 
（注）1）人口要件は長期要件又は中期要件のいずれかに該当、財政力要件は財政力指数及び公営競技収益のいずれにも該当する必要がある 




























公立保育所（1/2 → 5.5/10） 
公立以外の保育所（1/2→ 2/3：保育所等整備交付金）） 


















































































合計 過疎市町村(2 条 1 項) みなし過疎(33 条 1 項) 一部過疎(33 条 2 項) 過疎地域市町村合計 
2006 1089 508 72 158 738 1827 
2007 1084 502 72 158 732 1816 
2008 1070 497 73 160 730 1800 
2009 1032 481 72 165 718 1750 
2010 974 582 34 160 776 1750 
2011 967 581 34 160 775 1742 
2012 967 581 34 160 775 1742 
2013 945 616 30 151 797 1742 
2014 944 616 30 151 797 1741 
2015 944 616 30 151 797 1741 
2016 924 647 25 145 817 1741 
（注）１）一部過疎およびみなし過疎から過疎市町村に移行した団体を含む 
   ２）激甚法指定自治体および分析期間中に合併した自治体含む 
（出所）筆者作成  
表 5 過疎地域市町村新規指定団体数の推移 
年度 過疎市町村(2 条 1 項) みなし過疎(33 条 1 項) 一部過疎(33 条 2 項) 
2007 2 0 1 
2008 1 1 2 
2009 0 0 5 
2010 58 0 0 
2013 22 0 0 
2016 20 0 0 
（注）1）一部過疎およびみなし過疎から過疎市町村に移行した団体は含まれていない。 




表 6 過疎債発行自治体数の推移 
年度 過疎市町村(2 条 1 項) みなし過疎(33 条 1 項) 一部過疎(33 条 2 項) 過疎地域市町村合計 
2006 488 (96.06%) 72 (100.00%) 151 (95.57%) 711 (96.34%) 
2007 477 (95.02%) 72 (100.00%) 149 (94.30%) 698 (95.36%) 
2008 473 (95.17%) 72 (98.63%) 155 (96.88%) 700 (95.89%) 
2009 449 (93.35%) 71 (98.61%) 154 (93.33%) 674 (93.87%) 
2010 556 (95.53%) 33 (97.06%) 150 (93.75%) 739 (95.23%) 
2011 564 (97.07%) 33 (97.06%) 153 (95.63%) 750 (96.77%) 
2012 568 (97.76%) 33 (97.06%) 155 (96.88%) 756 (97.55%) 
2013 582 (94.48%) 29 (96.67%) 146 (96.69%) 757 (94.98%) 
2014 607 (98.54%) 29 (96.67%) 143 (94.70%) 779 (97.74%) 
2015 607 (98.54%) 29 (96.67%) 143 (94.70%) 779 (97.74%) 
2016 620 (95.83%) 24 (96.00%) 140 (96.55%) 784 (95.96%) 
（注）1）括弧内は過疎債発行自治体数が当該年度における当該タイプの過疎地域市町村団体総数に占める割合 




表 7 過疎債発行総額と残高の推移 
年度 過疎債発行額 過疎債残高 
2006 184,860,240 2,156,158,720 
2007 164,631,856 2,023,277,568 
2008 164,143,440 1,895,316,736 
2009 166,674,400 1,783,180544 
2010 192,860,640 1,712,518,656 
2011 225,652,080 1,690,208,000 
2012 248,836,288 1,706,406,144 
2013 252,477,888 1,735,939,072 
2014 292,014,816 1,807,429,248 
2015 338,261,728 1,931,167,232 
2016 347,104,992 2,068,221,184 
（注） 単位：千円 





表 8 過疎債発行自治体における 1 人当たり過疎債発行額の平均値の推移 
 
過疎市町村(2 条 1 項) みなし過疎(33 条 1 項) 一部過疎(33 条 2 項) 過疎地域市町村全体 
2006 31.81 13.33 3.27 23.88 
2007 29.99 9.30 2.49 21.99 
2008 28.56 9.43 2.77 20.88 
2009 33.96 8.75 3.08 24.25 
2010 34.86 11.96 2.38 27.24 
2011 39.49 13.79 2.72 30.86 
2012 44.10 15.20 3.19 34.45 
2013 43.16 16.51 3.23 34.43 
2014 54.33 16.52 3.44 43.58 
2015 63.40 20.21 4.06 50.90 







表 9 要約統計量 
 非過疎地域市町村  過疎市町村  全体 
 観測数 平均値 標準偏差  観測数 平均値 標準偏差  観測数 平均値 標準偏差 
歳入総額 9812.00 434.98 252.11  605.00 676.42 398.23  10417.00 449.00 268.80 
歳出総額 9812.00 416.16 239.51  605.00 644.79 372.13  10417.00 429.44 254.80 
地方債発行額 9812.00 34.08 24.91  605.00 67.96 78.95  10417.00 36.05 31.76 
総人口 9812.00 101618.28 228525.12  605.00 16622.92 22592.33  10417.00 96681.91 222744.74 
議会費 9812.00 4.84 3.84  605.00 9.30 8.04  10417.00 5.10 4.33 
総務費 9812.00 66.21 89.97  605.00 118.76 116.59  10417.00 69.26 92.54 
衛生費 9812.00 37.48 32.29  605.00 61.49 50.96  10417.00 38.88 34.12 
商工費 9812.00 10.40 20.20  605.00 29.62 71.95  10417.00 11.52 26.55 
公債費 9812.00 41.82 23.33  605.00 81.49 53.73  10417.00 44.12 27.68 
人件費 9812.00 72.86 36.53  605.00 111.99 62.49  10417.00 75.13 39.59 
職員給 9812.00 46.66 21.63  605.00 69.11 34.35  10417.00 47.97 23.16 
物件費 9812.00 60.35 61.42  605.00 89.19 70.27  10417.00 62.02 62.33 
維持補修費 9812.00 4.54 11.55  605.00 8.87 9.84  10417.00 4.79 11.50 
扶助費 9812.00 59.39 25.57  605.00 51.53 24.98  10417.00 58.93 25.60 
普通建設事業費 9812.00 60.63 71.48  605.00 99.91 97.94  10417.00 62.91 73.85 
一般単独事業債発行額 9812.00 8.24 13.82  605.00 8.09 25.54  10417.00 8.23 14.75 
地域活性化事業債発行額 9812.00 0.30 2.17  605.00 0.40 3.39  10417.00 0.30 2.26 
旧合併特例事業債発行額 9812.00 3.96 10.84  605.00 2.81 10.36  10417.00 3.89 10.82 
辺地対策事業債発行額 9812.00 0.76 6.84  605.00 3.25 10.50  10417.00 0.91 7.13 
一般単独事業債発行比率 9646.00 0.20 0.20  605.00 0.11 0.16  10251.00 0.19 0.20 
地域活性化事業債発行比率 9646.00 0.01 0.03  605.00 0.01 0.04  10251.00 0.01 0.03 
旧合併特例事業債発行比率 9646.00 0.08 0.18  605.00 0.04 0.13  10251.00 0.08 0.18 
辺地対策事業債発行比率 9646.00 0.01 0.06  605.00 0.04 0.09  10251.00 0.01 0.06 
（注）1）総人口の単位は「人」、その他の比率以外の変数は住民基本台帳人口で標準化したもので、単位は「千円/人」。 





表 10 推定モデル 
モデル コントロールグループの条件 処置ユニット数 コントロールユニット数 
M1 処置を受けなかった団体 55 892 












（注）1）2011 年 4 月 28 に激甚法に指定された自治体および分析期間中に合併した自治体はサンプルから除外されている 





表 11 過疎市町村の指定が主要な被説明変数に与える効果 












4 年前 5.610 9.478 1.150 0.211 -0.600 0.505 2.259 3.455 0.915 1.167* -1.407 -0.710 0.826 -0.736 
 (12.46) (12.39) (3.955) (0.183) (7.214) (2.584) (2.125) (4.932) (1.022) (0.702) (1.935) (0.535) (0.535) (9.287) 
3 年前 -8.461 -5.356 -1.446 0.0640 -10.84** -1.742 3.426 0.482 -0.702 0.542 0.354 0.0558 0.560 -5.942 
 (12.92) (12.60) (3.504) (0.0969) (4.707) (2.047) (2.205) (3.964) (0.726) (0.505) (1.596) (0.362) (0.446) (10.40) 
2 年前 -8.831 -5.831 -1.373 -0.0582 -14.32*** 2.673 7.839 1.389 -0.471 0.498 -0.944 -0.0311 0.508* -3.840 
 (7.416) (7.515) (3.278) (0.0756) (4.836) (3.012) (4.763) (2.270) (0.515) (0.368) (1.361) (0.518) (0.291) (7.202) 
指定年度 19.21* 19.07* 4.169 0.0633 11.94 1.851 0.521 0.569 1.777** 1.244** 1.324 0.0950 -1.512*** 9.644 
 (10.93) (10.61) (3.759) (0.0536) (8.786) (2.108) (1.466) (2.483) (0.720) (0.503) (1.005) (0.480) (0.378) (7.682) 
1 年後 31.55 27.68 12.26** 0.847** 10.81 0.991 3.065* -0.865 4.297*** 2.094*** 1.894 1.032 -2.150*** 4.818 
 (20.07) (16.88) (5.365) (0.407) (10.15) (2.955) (1.598) (3.230) (1.257) (0.730) (1.534) (0.776) (0.643) (6.959) 
2 年後 53.50 46.66 19.69** 0.475** 14.79 4.769 4.487** -1.844 4.410*** 3.077*** 6.341 0.998 2.257 6.403 
 (36.31) (31.87) (9.609) (0.239) (17.88) (3.187) (2.128) (2.552) (1.576) (0.987) (4.010) (0.882) (2.512) (11.68) 
3 年後 56.00** 56.81** 26.27*** 0.573** 12.55 10.68 5.522 -4.701 4.249** 2.606*** 4.025 1.429 -1.171 22.20* 
 (25.48) (25.05) (8.882) (0.245) (11.27) (8.243) (3.402) (3.261) (1.808) (0.981) (3.521) (0.965) (1.540) (12.32) 
4 年後 51.73** 50.30** 28.30** 0.863*** 10.50 13.78 7.466*** -6.011* 5.308** 3.323** 12.92 1.959 -2.459*** 22.05 
 (25.19) (24.18) (11.38) (0.315) (8.924) (9.731) (2.520) (3.144) (2.335) (1.390) (9.505) (1.532) (0.866) (13.77) 
5 年後 52.79** 52.74** 29.36** 1.118*** 29.95** 12.45** 6.638*** -7.534* 7.484*** 4.504*** 6.909* 1.907* -4.521*** 15.36 
 (22.08) (21.23) (12.88) (0.395) (11.85) (6.203) (2.110) (4.511) (2.839) (1.645) (3.813) (0.984) (1.109) (14.55) 
6 年後 59.32** 58.98** 35.03** 0.906*** 15.98 1.512 15.63** -2.442 7.238** 4.935*** 9.101** 3.407*** -4.022*** 24.50 
 (27.57) (25.07) (15.15) (0.270) (15.12) (4.434) (7.426) (3.975) (3.126) (1.860) (4.310) (1.187) (1.278) (21.01) 
定数項 562.6*** 537.1*** 44.18*** 7.048*** 94.11*** 48.26*** 16.19*** 60.08*** 91.55*** 56.79*** 78.00*** 7.289*** 57.91*** 84.80*** 
 (2.360) (2.207) (0.920) (0.0296) (1.038) (0.448) (0.305) (0.362) (0.202) (0.122) (0.293) (0.0834) (0.0805) (1.168) 
観測数 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 3,685 
自由度修
正済み R2 
0.928 0.938 0.573 0.980 0.801 0.824 0.909 0.860 0.986 0.985 0.934 0.884 0.956 0.605 
（注）1）比率以外の変数は住民基本台帳人口で標準化したもので、単位は「千円/人」。 
   2）コントロールグループは処置を受けず、かつ過疎地域の財政力要件または人口要件を満たす自治体で、処置グループは 2010 年度に過疎市町村に新規指定された自治体。 
   3）いずれの推定においても市町村固定効果および年ダミーをコントロールした。 
4）2011 年 4 月 28 に激甚法に指定された自治体および分析期間中に合併した自治体はサンプルから除外されている。 
   5）カッコ内はクラスターロバスト標準誤差。 




表 12 過疎市町村の指定が地方債内訳に与える効果 


















4 年前 -0.546 -1.972 2.728 0.885 -0.0395* -0.0190 0.0172* 0.0169 
 (2.678) (1.482) (2.022) (1.067) (0.0217) (0.0151) (0.00939) (0.0128) 
3 年前 -2.302 -2.189 -0.0206 -1.286 -0.0339 -0.0193 1.73e-05 0.00559 
 (1.930) (1.483) (1.037) (0.962) (0.0218) (0.0151) (0.00771) (0.0118) 
2 年前 -3.394* -2.322 -0.699 1.419 -0.0419** -0.0216 -0.0111 0.0267** 
 (1.886) (1.474) (1.037) (1.012) (0.0212) (0.0143) (0.00913) (0.0128) 
指定年度 -4.822*** -2.145 -1.255 0.618 -0.0700*** -0.0207 -0.0121 0.00491 
 (1.833) (1.475) (1.004) (1.024) (0.0218) (0.0148) (0.0123) (0.00985) 
1 年後 -5.114*** -2.293 -1.792* -0.792 -0.0862*** -0.0293** -0.0256* -0.0122 
 (1.766) (1.467) (0.919) (0.972) (0.0222) (0.0144) (0.0134) (0.00942) 
2 年後 -6.633*** -2.614* -2.742** 0.122 -0.0841*** -0.0289** -0.0236 -0.00429 
 (2.049) (1.470) (1.204) (0.711) (0.0246) (0.0144) (0.0144) (0.00779) 
3 年後 -9.179*** -2.590* -2.792** 0.0440 -0.119*** -0.0300** -0.0230 -0.0149 
 (2.156) (1.463) (1.139) (1.085) (0.0249) (0.0144) (0.0150) (0.00945) 
4 年後 -6.796*** -3.069** -3.628*** 2.424 -0.121*** -0.0350** -0.0391** -0.00677 
 (2.603) (1.492) (1.387) (3.402) (0.0290) (0.0145) (0.0157) (0.0128) 
5 年後 3.534 -2.846* -3.343** 0.730 -0.0846** -0.0326** -0.0352** -0.00939 
 (7.937) (1.472) (1.399) (1.831) (0.0339) (0.0145) (0.0174) (0.0125) 
6 年後 3.194 -3.252** -1.813* -0.268 -0.0975*** -0.0401*** -0.0258* -0.0236** 
 (7.193) (1.494) (1.053) (1.251) (0.0288) (0.0147) (0.0143) (0.0114) 
定数項 10.30*** 0.856*** 5.247*** 2.356*** 0.201*** 0.0131*** 0.0887*** 0.0312*** 
 (0.334) (0.218) (0.108) (0.147) (0.00295) (0.00216) (0.00140) (0.00117) 
観測数 3,685 3,685 3,685 3,685 3,644 3,644 3,644 3,644 
自由度修正済み
決定係数 
0.319 0.0911 0.570 0.601 0.567 0.0926 0.815 0.666 
（注）1）被説明変数はいずれも住民基本台帳人口で標準化したもので、単位は「千円/人」。 
   2）コントロールグループは処置を受けず、かつ過疎地域の財政力要件または人口要件を満たす自治体で、処置グループは 2010 年度に過疎市町村に新規指定された自治体。 
   3）いずれの推定においても市町村固定効果および年ダミーをコントロールした。 
4）2011 年 4 月 28 に激甚法に指定された自治体および分析期間中に合併した自治体はサンプルから除外されている。 
   5）カッコ内はクラスターロバスト標準誤差。 





図 3  McCrary Test の結果 
(a) S55~H17 の人口減少率 
(cutoff: -0.1, theta: -0.140, se: 0.143) 
 
(b) S55~H17 の人口減少率 
(cutoff: 0.17, theta: -0.173, se: 0.211) 
 
(c) S35~H17 の人口減少率 
(cutoff: 0.33, theta: -2.44, se: 0.252) 
 
(d) H22 の若年者(15-29 歳)比率 
(cutoff: 14%, theta: 0.297, se: 0.259) 
 
(e) H22 の高齢者(65 歳以上)比率 
(cutoff: 29%, theta: -0.465, se: 0.447) 
 
(f) H18~H20 の財政力指数 
(cutoff: 0.56, theta: 0.113, se: 0.137) 
 






















2）対象群と処置群の定義は表 10 の M5 と同様。ただし、Group 1 は「65 歳以上人口比率」が 


















2）対象群と処置群の定義は表 10 の M5 と同様。ただし、Group 1 は「65 歳以上人口比率」が 
処置群の中位数以下の処置ユニット、Group 2 はそれ以外の処置ユニットを使用。 
（出所）筆者作成 
 
